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河川法第 55 条第 1 項許可申請書作成要領 

 
河川敷地境界から愛知県では18ｍの範囲、岐阜県では28mの範囲は河川保全区域となり、

①土地の掘削、盛土又は切土その他土地の形状を変更する行為 ②工作物を新築又は改築

する行為について、河川管理施設（堤防等）への影響を確認するため河川法第 55 条第 1 項

に基づく許可申請が必要となります。 
尚、河川保全区域であっても河川法第 55 条第 1 項許可申請を必要としない場合がありま

すので、事前相談をお願いします。 
申請書類は A4 版（縦)、横書き、左綴じとし、下記の申請書及び添付図書を提出して下さ

い。 
提出部数については正１部、写１部の計２部です。（申請書類は２部ともお返しできません） 
書類の詳細については各ページでご確認をお願いします。 
 
 
許可申請書必要書類 
許可申請書 
１．許可申請書（甲）様式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ｐ３ 
２．許可申請書（乙の４）様式・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ｐ４・ｐ５ 
以下申請書添付図書 
４．事業計画概要書又は申請理由書・・・・・・・・・・・・・・・・・・ｐ６ 
５．各種図面（位置図、平面図、横断図、構造図（基礎関係）、立面図、公図等（写し）） 

・・・ｐ７・ｐ８ 
６．土地登記簿謄本（写し） 
７．他の行政庁の許可、認可（必要な場合のみ） 
８．工程表                  ・・・・・・・・・・・ｐ８ 
９．現況写真 
１０．その他（必要な場合のみ） 
１１．土地所有者の同意書又は土地売買契約書（必要な場合のみ）・・・・・P９ 
 
 
許可後必要な書類 
○着手届・完了届 
 許可書交付後、着手する日が決まりましたら、着手前に着手届（１部）の提出をお願い

します。 
工事が完了しましたら、完了届（１部）の提出をお願いします。完了届には、①工事中

の写真（着手前、施工中、施工後の写真 特に地下埋設物等の不可視部）及び②許可書の

写しを添付してください。受理した後、後日現場を確認させて頂きます。 
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申請書記載例及び図面作成例について 

 
 
・申請書作成例及び図面作成例は、代表的な１事例です。 
 
・申請内容によっては、申請書作成例及び図面作成例に記載されていな

い書類や記載を求められることがあります。 
 
・記載内容は予告なく変更する場合があります。
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１．許可申請書（甲）様式 記載例     ※は作成上の注意点です。 
 

                   （甲様式） 

許 可 申 請 書 
 

文書番号        
平成  年  月  日 

 
 
中部地方整備局長 殿 
 
 
 
 

申請者  住所 名古屋市○○区○○字    
○－○○○－○ 

氏名
ふりがな

 ○○ ○○     印   

 
電話 （○○○）○○○－○○○○ 

 
 
 
 
 

別紙のとおり河川法第５５条第１項の許可を申請します。 
 
 
 
 
 
 
 

連絡先 名古屋市○区○○○－○○－○ 
㈱○○設計事務所 担当 ○○ 

     電 話 （○○○）○○○－○○○○  

※文書番号はあれば記載してください。

申請者が個人である場合は不要です。 
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２．許可申請書乙の４様式 記載例              
 

（乙の４様式） 
（工作物の新築、改築）（※新築又は改築のうち、該当するものを記載してください。） 
 
１ 河川の名称 

一級河川庄内川水系○○川 ※○○は、庄内川、矢田川又は土岐川の内該当する河川名

を記載してください。  
 
２ 目的 

住宅新築のため 
 
３ 場所 

○○○市○○町○丁目○○番 
※申請箇所が複数の地番にわたる場合、原則としてその全てを記載してください。 
 

４ 工作物の名称又は種類 
住宅１棟、外構  ※主たる工作物を記載してください。 

 
５ 工作物の構造又は能力 

住宅 木造２階建 間口 7.000ｍ 奥行 11.500ｍ ベタ基礎 
   柱状改良 φ500 L=2.500m 37 本 
外構 ＣＢ２段積 アルミフェンス 高さ H=80.0 ㎝ 延長 L=10.0ｍ 
   ＣＢ４段積 アルミフェンス 高さ H=80.0 ㎝ 延長 L=10.0ｍ 
その他申請書添付図書に示すとおり 
※記載されている工作物の延長等の数値が添付した図面で確認できるようにしてく

ださい。 
 
６ 工事の実施方法 

河川区域界から○ｍ離れた位置にて、柱状改良（地中にてセメント系固化材と水を練り

混ぜた液体を注入しながら、機械で掘削・攪拌し、円柱状の改良体を形成する。）を実

施後、ベタ基礎を施工し、住宅を新築する。 
その他申請書添付図書に示すとおり 

 
７ 工期 
   許可の日から平成○○年１０月１５日まで 

※「許可の日から○○日間」 又は 「許可の日から平成○○年○○月○○日まで」 

と記載してください。 
工程表の完成日と一致するように記載してください。工程表は、「○○日間」と

※柱状改良の本数、外構の延長は

河川保全区域内の工作物及び数値

を記載してください。 
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した場合は日数で、「○○月○○日まで」とした場合は年月日で作成し、申請書の

表記と合わせてください。 
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４．事業計画概要書又は申請理由書 記載例  
     

事業計画概要書 

 
この度、○○○市○○町○丁目○○番の土地において住宅の新築工事をするものです。 

今回工事箇所を調査したところ、河川保全区域に該当することがわかり、河川法第５５

条第１項に基づき許可申請を提出します。 
工事の内容としては木造２階建で、地盤調査の結果、地盤が弱いため基礎下に柱状改良

を行います。 
埋設管（○○管、○○管）は市道内埋設管（本管）へ引き込み管を接続します。 
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５．各種図面 （作成例は別紙） 
 
全図面共通 
（イ）許可申請書（乙の４）様式の記載事項が確認できるよう、各図面に数値、延長、径、

深さ等）がわかるよう図示してください。図面を縮小（例 A1 版→A3 版 等）して

使用する場合は、文字や数字がはっきり読み取れるよう記載してください。 
（ロ）各図面に「図番」「図書の種類」「縮尺」を記載してください。 
 
１）位置図 
（イ）縮尺 2,500～5,000 分の１程度。 
（ロ）申請箇所を「○」印（赤）で囲み「申請箇所」（赤）と明示し、河川流水方向を「→」

（赤）で明示してください。 
（ハ）著作権があるものをコピーして使用する場合は注意してください。許諾がないと使

用できないものがあります。使用する場合は、著作権名を必ず明記してください。 
 
２）平面図（土地の実測平面図） 
（イ）縮尺 200 分の１程度とし、申請箇所を中心に上下流 30ｍ程度とし、付近の状況が十

分把握できる図面としてください。 
（ロ）堤防及び道路等必要なものを図示し、申請工作物及び関連施設等について平面的な

外形配置のわかる図面としてください。 
（ハ）横断図作成位置を明示してください。尚、横断図作成位置は河川区域線に最も接近

している工作物がある箇所としてください。 
（ニ）河川流水方向を「→」（赤）で明示してください。 
（ホ）河川区域線（赤）、河川保全区域線（緑）を明示してください。 
（へ）申請敷地内の下水管・雨水管・水道管・ガス管等を色分け表示する。（市道内の本管

等への接続先がわかるようにしてください。） 
 
３）横断図 
（イ）縮尺 100 分の１もしくは 200 分の１とし、横断図作成位置は河川区域線に最も接近

している工作物がある箇所としてください。河川、堤防及び河川保全区域までの区

間について申請する工作物（基礎・浄化槽等の地下構造も含む）と堤防との位置関

係（河川区域からの距離）及び現地盤面からの深さ、高さ等がわかるものとしてく

ださい。 
（ロ）横断図の作成箇所は１箇所以上としますが、申請工作物や現地等の状況によるため、

平面図等を持参の上、事前に相談してください。 
（ハ）地盤高は距離標杭標高をもとに表示してください。距離標杭標高は各出張所に問い

合わせてください。尚、図面は上流から下流を見た断面で作成してください。 
（ニ）河川区域線（赤）、河川保全区域線（緑）を図示してください。なお、堤防と申請箇

所の間に道路がある場合は道路境界線を図示してください。 
 
４）構造図 
（イ）縮尺 100 分の１程度。（構造物の大きさにより縮尺を変えてもかまいません。） 
（ロ）建物等の基礎伏図、基礎断面図(杭も含む)、浄化槽等の構造が把握できる図面（パン
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フレットやカタログも可）としてください。外構（コンクリートブロック積）等の

詳細図の図面も添付してください。 
（特に地下構造物の図面は全て添付してください）。 

 
５）公図 
（イ）原則として法務局備付の地図（複写も可）としてください。 
（ロ）申請位置を（赤）で示し、河川流水方向を「→」（赤）で図示してください。 
（ハ）河川区域線を（赤）、河川保全区域線を（緑）で図示してください。 
 
 
６．土地登記簿謄本  

全部事項証明書（土地）または、登記事項要約書 （複写も可） 
※申請箇所が申請者所有の土地でない場合、又は共有者がいる場合、土地登記簿謄

本（複写も可）に加え、土地所有者又は共有者の同意書（ｐ９参照）又は土地売買

契約書の写しを添付してください。 
※区画整理中の箇所は土地登記簿謄本に替えて仮換地図を添付してください。 
 

７．他の行政庁の許可、認可  
他の行政庁の許可、認可その他の処分を受けることを必要とするときは、その処分を

受けていることを示す書面又は受ける見込みに関する書面（申請書等）。 
  例：水路に放流する場合・・・水路管理者の排水放流許可書 
    農地の地目変更を伴う場合・・・農地転用申請書及び許可書 
   
８．工程表  

申請書（乙の４）の工期と一致させてください。 
 
９．現況写真  
（イ）申請箇所全景写真及び堤防と申請箇所の位置関係がわかる写真。 
（ロ）撮影した写真が多い場合やわかりにくい場合は、撮影方向がわかるように撮影方向

（矢印）を記載した参考図を添付してください。 
 
１０．その他  

その他河川管理者が必要と認めた図書。 
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１１．土地所有者の同意書 記載例 
 
 

同 意 書 
 
 

私、○○○○は、○○○市○○町○丁目○○番において、 
名古屋市○○区○○字○－○○○－○  ○○○○（申請者 住所・氏名）が、

住宅新築を行うことを異議なく同意します。 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成  年  月  日 
○○市○○町○丁目○○番地 

○ ○ ○ ○  印 
 
 
 
 
 
 
 
 
※土地所有者と申請者が異なる場合、又は共有者がいる場合に作成して下さい。 




















